
令和７年度

地方公共団体金融機構決算の概要
（９月期）

地方公共団体金融機構



令和７年度中間決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，３１８億円で、前年度末と同額
金利変動準備金等は２兆９，４７８億円で、前年度末に比べ２０５億円の増加※

※ 一般勘定：金利変動準備金2兆2,000億円（前年度と同額）、管理勘定：公庫債権金利変動準備金7,478億円（前年度比＋205億円）

◇ 資産総額は貸付金等２３兆５，６４９億円で、前年度末に比べ、３，２８９億円の減少
負債総額は債券等２３兆１，０１９億円で、前年度末に比べ、３，４２８億円の減少
純資産総額は利益剰余金等４，６３０億円で、前年度末に比べ、１３９億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は２９３億円で、前中間期に比べ、４１億円の減少※

中間純利益は９６億円で、前中間期と同水準
※ 一般勘定：96億円（前年度と同水準）、管理勘定：196億円（前年度比▲40億円）

利益の状況

資産等の状況

財務基盤の状況



◇ 当中間期の経常利益は２９３億円で、前中間期に比べ、４１億円の減少（▲１２．４％）
債券利息の増加額が貸付金利息の増加額を上回ったこと等が要因

◇ 中間純利益は９６億円で、前中間期と同水準

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

９９８億円 ９４５億円 ５２億円

９７８億円 ９３６億円 ４１億円

１６億円 ４億円 １１億円

４億円 ４億円 ▲０億円

７０５億円 ６１１億円 ９４億円

６３５億円 ５６０億円 ７４億円

９億円 ４億円 ４億円

６０億円 ４５億円 １５億円

２９３億円 ３３４億円 ▲４１億円

８億円 ３１１億円 ▲３０２億円

－ ３００億円 ▲３００億円

８億円 １１億円 ▲２億円

２０５億円 ５４８億円 ▲３４２億円

２０５億円 ２４８億円 ▲４２億円

－ ３００億円 ▲３００億円

９６億円 ９７億円 ▲０億円

借 入 金 利 息

貸 付 金 利 息

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））令和7中間決算（A） 令和6中間決算（B）

そ の 他

余 資 運 用 益

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

債 券 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益



◇ 当中間期の経常利益及び中間純利益は９６億円で、前中間期と同水準
利率上昇の影響を受け、収益科目・費用科目ともに増加

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

７３９億円 ６２４億円 １１４億円

７１７億円 ６１３億円 １０３億円

１６億円 ４億円 １１億円

３億円 ４億円 ▲０億円

２億円 ２億円 ▲０億円

６４２億円 ５２７億円 １１５億円

５５３億円 ４６２億円 ９０億円

９億円 ４億円 ４億円

８億円 １億円 ７億円

２３億円 １９億円 ４億円

２５億円 ２１億円 ３億円

１４億円 １７億円 ▲２億円

７億円 １億円 ６億円

９６億円 ９７億円 ▲０億円

－ － －

－ － －

９６億円 ９７億円 ▲０億円

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

余 資 運 用 益

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

増　減（（A）-（Ｂ））

借 入 金 利 息

令和7中間決算（A） 令和6中間決算（B）

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金



◇ 当中間期の経常利益は１９６億円で、前中間期に比べ、４０億円の減少（▲１７．１％）
貸付金利息の減少額が債券利息の減少額を上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を
行ったため、当中間期の純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２８１億円 ３４０億円 ▲５８億円

２６０億円 ３２２億円 ▲６１億円

１４億円 １７億円 ▲２億円

６億円 ０億円 ６億円

８５億円 １０２億円 ▲１７億円

８２億円 ９８億円 ▲１６億円

３億円 ４億円 ▲１億円

１９６億円 ２３７億円 ▲４０億円

８億円 ３１１億円 ▲３０２億円

－ ３００億円 ▲３００億円

８億円 １１億円 ▲２億円

２０５億円 ５４８億円 ▲３４２億円

２０５億円 ２４８億円 ▲４２億円

－ ３００億円 ▲３００億円

－ － －

そ の 他

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他

貸 付 金 利 息

経 常 費 用

特 別 損 失

中 間 純 利 益

令和6中間決算（B）令和7中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

公庫債権金利変動準備金繰入額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

経 常 利 益

特 別 利 益

国 庫 納 付 金

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金

経 常 収 益
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２３兆５，６４９億円で、前年度末に比べ、３，２８９億円の減少（▲１．４％）
有価証券及び現金預け金の合計が２，０８４億円減少したことに加え、貸付金が１，２５５億円減少したこと等が
要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

資産の状況 [機構全体]

２２兆５，７４６億円 ２２兆７，００１億円 ▲１，２５５億円

２０兆５１３億円 １９兆９，０８２億円 １，４３１億円

２兆５，２３２億円 ２兆７，９１９億円 ▲２，６８７億円

１，３５５億円 ２，７２０億円 ▲１，３６５億円

８，３６７億円 ９，０８７億円 ▲７１９億円

１１５億円 ６５億円 ５０億円

２６億円 ２８億円 ▲１億円

３３億円 ３５億円 ▲２億円

０億円 ０億円 ０億円

２３兆５，６４９億円 ２３兆８，９３８億円 ▲３，２８９億円

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

科　　　　　　　目

前 払 年 金 費 用

増　減（（A）-（Ｂ））令和7年度中間期末現在（A） 令和6年度末現在（B）

  一　般　勘　定　分

  管　理　勘　定　分

貸 付 金

有 価 証 券

合 計



資産の状況 [一般勘定・管理勘定]
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◇ 当中間期末現在の一般勘定における資産総額は２１兆４０３億円で、前年度末に比べ、５９９億円の減少
（ ▲ ０．３％）

◇ 当中間期末現在の管理勘定における資産総額は２兆９，６５４億円で、前年度末に比べ、３，７１５億円の減少
（▲１１．１％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２０兆５１３億円 １９兆９，０８２億円 １，４３１億円

１，３５５億円 ２，７２０億円 ▲１，３６５億円

８，３６７億円 ９，０８７億円 ▲７１９億円

１０２億円 ４９億円 ５３億円

２６億円 ２８億円 ▲１億円

３３億円 ３５億円 ▲２億円

０億円 ０億円 ０億円

２１兆４０３億円 ２１兆１，００２億円 ▲５９９億円

２兆５，２３２億円 ２兆７，９１９億円 ▲２，６８７億円

１３億円 １５億円 ▲２億円

４，４０９億円 ５，４３４億円 ▲１，０２５億円

２兆９，６５４億円 ３兆３，３６９億円 ▲３，７１５億円

一
　
　
般
　
　
勘
　
　
定

管
理
勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

前 払 年 金 費 用

貸 付 金

有 価 証 券

令和7年度中間期末現在（A） 令和6年度末現在（B）

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））科　　　　　　　目



負債の状況 ［機構全体］

◇ 当中間期末現在の負債総額は２３兆１，０１９億円で、前年度末に比べ、３，４２８億円の減少（▲１．５％）
債券が３，１１８億円、金融商品等受入担保金が４９１億円減少したこと等が要因

◇ 公庫債権金利変動準備金は、借換益等を繰り入れた結果、前年度末に比べ、２０５億円の増加
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１８兆３，６５８億円 １８兆６，７７６億円 ▲３，１１８億円

１６兆２，０８８億円 １６兆１，２９６億円 ７９２億円

２兆１，５６９億円 ２兆５，４８０億円 ▲３，９１１億円

５，２３８億円 ５，２９５億円 ▲５７億円

３，２１５億円 ３，７０６億円 ▲４９１億円

９，３１８億円 ９，３１８億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

７，４７８億円 ７，２７３億円 ２０５億円

４億円 １３億円 ▲８億円

１０６億円 ６５億円 ４１億円

２３兆１，０１９億円 ２３兆４，４４８億円 ▲３，４２８億円

科　　　　　　　目

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））令和7年度中間期末現在（A） 令和6年度末現在（B）

債 券

  一　般　勘　定　分

  管　理　勘　定　分

借 入 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金



◇ 当中間期末現在の一般勘定における負債総額は２０兆６，３５１億円で、前年度末に比べ、７３８億円の減少（ ▲０．４％ ）
◇ 当中間期末現在の管理勘定における負債総額は２兆９，０７６億円で、前年度末に比べ、３，７１５億円の減少（▲１１．３％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］

１６兆２，０８８億円 １６兆１，２９６億円 ７９２億円

５，２３８億円 ５，２９５億円 ▲５７億円

３，２１５億円 ３，７０６億円 ▲４９１億円

９，３１８億円 ９，３１８億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

４，４０９億円 ５，４３４億円 ▲１，０２５億円

８２億円 ４０億円 ４１億円

２０兆６，３５１億円 ２０兆７，０９０億円 ▲７３８億円

２兆１，５６９億円 ２兆５，４８０億円 ▲３，９１１億円

７，４７８億円 ７，２７３億円 ２０５億円

４億円 １３億円 ▲８億円

２４億円 ２４億円 ▲０億円

２兆９，０７６億円 ３兆２，７９１億円 ▲３，７１５億円

一
　
般
　
勘
　
定

管
理
勘
定

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

科　　　　　　　目 令和7年度中間期末現在（A） 増　減（（A）-（Ｂ））令和6年度末現在（B）



純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は４，６３０億円で、前年度末に比べ、１３９億円の増加（＋３．１％）
◇ 金利スワップ取引に係る評価損益等である繰延ヘッジ損益が前年度末から４３億円増加したことに加えて、

一般勘定の中間純利益９６億円を一般勘定中間未処分利益として計上したことが要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

４，０６６億円 ４，０６６億円 －

９６億円 － 皆増

５７８億円 ５７８億円 －

▲２７７億円 ▲３２０億円 ４３億円

４，６３０億円 ４，４９０億円 １３９億円合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

　　　　

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

一 般 勘 定 中 間 未 処 分 利 益

うち金利スワップ期中解約分　　　１９億円

うち既存スワップの時価分　　 　　１２億円

うち繰延ヘッジの償却分　　 　　　１１億円

令和7年度中間期末現在（A） 令和6年度末現在（B）科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））



（参考）令和７年度中間決算における主要勘定の状況

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】 【利差補てん積立金】

（単位：億円）
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（注） 関係法令の規定に基づき算出した金利変動準備金の積立限度額（当該期末における一般勘定の貸付金残高の１，０００分の１００）を前期末残高が超えているため、

繰入れを行っていない。

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

利下げ所要額
①

基金運用益
②

②－①

１２７ ３８ ▲８９

前期末残高
①

貸 付 額
②

回 収 額
③

中間期末残高
①＋②－③

２２７，００１ ７，５４４ ８，７９９ ２２５，７４６

前期末残高
①

発 行 額
②

償還額等
③

中間期末残高
①＋②－③

１８６，７７６ ９，７９６ １２，９１５ １８３，６５８

前期末残高
①

納 付 金
②

基金組入額（＋）
基金取崩額（▲）

③

中間期末残高
①＋②＋③

９，３１８ － － ９，３１８

前期末残高

①

取 崩 額

②

繰 入 額

③

中間期末残高

①＋②＋③

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ７，２７３ － ２０５ ７，４７８

前期末残高
①

取崩額
②

中間期末残高
①－②

１３ ８ ４
（注）


